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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

回次
第152期
第1四半期

連結累計期間

第153期
第1四半期

連結累計期間
第152期

会計期間
自 2021年4月1日
至 2021年6月30日

自 2022年4月1日
至 2022年6月30日

自 2021年4月1日
至 2022年3月31日

売上高 (百万円) 46,499 58,290 207,972

経常利益 (百万円) 12,323 19,492 53,690

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益

(百万円) 8,849 13,869 38,776

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 8,053 16,045 36,511

純資産額 (百万円) 193,927 209,712 208,009

総資産額 (百万円) 246,600 277,231 279,687

1株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 61.73 98.13 271.88

潜在株式調整後1株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (%) 77.9 74.5 73.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 11,849 13,107 41,949

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,291 △4,345 △12,395

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △23,821 △18,023 △27,868

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 17,121 29,366 34,658

　(注)1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

2. 潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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2【事業の内容】

当第1四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。

なお、当社は、当第1四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第4 経理の状

況 1 四半期連結財務諸表 注記事項 セグメント情報等」に記載のとおりであります。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（農業化学品事業）

Nissan Bharat Rasayan Private Limitedは、重要性が増したため、当第1四半期連結会計期間より連結の範囲に含め

ております。

　



― 4 ―

第2【事業の状況】

1【事業等のリスク】

当第1四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

2【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析

当第1四半期連結累計期間（2022年4月1日～2022年6月30日）の国内景気は、行動制限の緩和等を受けて個人消費が回

復基調を示したものの、原材料価格の高騰、サプライチェーンの混乱等の影響で本格的な回復には至りませんでした。

このような状況のもと、当社グループの事業につきましては、化学品セグメントは、硝酸プラントトラブルの影響はあ

ったものの、基礎化学品、ファインケミカルともに増収となりました。機能性材料セグメントは、半導体材料が順調に

推移しました。農業化学品セグメントは、増収となりました。ヘルスケアセグメントは、ヘルスケア事業、「ファイン

テック」（医薬品技術開発型受託事業）ともに堅調でした。

この結果、当期間における業績は以下の通りとなり、売上高、各利益ともに前年同期及び5月に発表した業績予想を上

回りました。また、売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益の全てで過去最高値を更新しま

した。

(単位:百万円、百万円未満切捨て)

2022年3月期
第1四半期
(実績)

2023年3月期
第1四半期
(実績)

前年同期比増減

2023年3月期
第1四半期
(計画数値)

(注)

計画比
増減

売上高 46,499 58,290 +11,791 52,400 +5,890

営業利益 11,875 17,266 +5,390 14,600 +2,666

経常利益 12,323 19,492 +7,169 15,200 +4,292

親会社株主に帰属する
四半期純利益

8,849 13,869 +5,020 11,200 +2,669

(注) 計画数値は2022年3月期決算説明資料(2022年5月13日発表)P10に記載

セグメント別概況は以下のとおりであります。

なお、当社は、当第1四半期連結会計期間より、報告セグメントを変更いたしました。詳細は、「第4 経理の状況 1

四半期連結財務諸表 注記事項 セグメント情報等」をご参照ください。

化学品セグメント

基礎化学品では、メラミン（合板用接着剤原料等）や尿素・「アドブルー®*」（高品位尿素水）が好調でした。ファ

インケミカルにおいても、「テピック」（粉体塗料硬化剤、封止材等）や環境化学品（プール・浄化槽用殺菌・消毒剤

等）の売上が増加しました。

この結果、当セグメントの売上高は104億15百万円（前年同期比15億82百万円増）、営業利益は17億16百万円（同4億

52百万円増）となりました。計画数値(注)比では、売上高は2億円、営業利益は1億円の上ぶれとなりました。

(注) 計画数値は2022年3月期決算説明資料(2022年5月13日発表)P24に記載

* アドブルー®は、ドイツ自動車工業会（VDA）の登録商標です。
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機能性材料セグメント

ディスプレイ材料では、「サンエバー」（液晶表示用材料ポリイミド）がスマートフォン向けで減収となりました。

半導体材料は、半導体用反射防止コーティング材（ARC®*）及び多層材料（OptiStack®*）が顧客の稼働好調を受けて増

収となりました。無機コロイドは、「スノーテックス」（電子材料用研磨材、各種表面処理剤等）やオルガノシリカゾ

ル・モノマーゾル（各種コート剤、樹脂添加剤）、オイル＆ガス材料（シェールオイル・ガス採掘効率向上材）が堅調

に推移しました。

この結果、当セグメントの売上高は217億74百万円（前年同期比18億22百万円増）、営業利益は78億88百万円（同9億

59百万円増）となりました。計画数値(注)比では、売上高は6億円、営業利益は8億円の上ぶれとなりました。

(注) 計画数値は2022年3月期決算説明資料(2022年5月13日発表)P24に記載

* ARC®、OptiStack®はBrewer Science, Inc. の登録商標です。

農業化学品セグメント

フルララネル（動物用医薬品原薬）は昨年度に顧客在庫調整が終了し、増収となりました。国内向け農薬は、「ラウ

ンドアップ」（非選択性茎葉処理除草剤）や「アルテア」（水稲用除草剤）、「グレーシア」（殺虫剤）が堅調な売上

となりました。海外向け農薬は、「タルガ」（除草剤）や「ライメイ」（殺菌剤）、「グレーシア」が好調に推移した

ことに加え、一部出荷時期のずれ等も寄与し大幅な増収となりました。

この結果、当セグメントの売上高は197億28百万円（前年同期比63億24百万円増）、営業利益は68億25百万円（同27億

77百万円増）となりました。計画数値(注)比では、売上高は25億円、営業利益は11億円の上ぶれとなりました。

(注) 計画数値は2022年3月期決算説明資料(2022年5月13日発表)P24に記載

ヘルスケアセグメント

「リバロ」（高コレステロール血症治療薬）原薬は、海外向けの出荷が堅調でした。「ファインテック」は、出荷時

期のずれ等により増収となりました。

この結果、当セグメントの売上高は16億54百万円（前年同期比5億84百万円増）、営業利益は7億57百万円（同4億57百

万円増）となりました。計画数値(注)比では、売上高は1億円、営業利益は2億円の上ぶれとなりました。

(注) 計画数値は2022年3月期決算説明資料(2022年5月13日発表)P24に記載

卸売セグメント

当セグメントの売上高は236億56百万円（前年同期比58億57百万円増）、営業利益は10億33百万円（同3億69百万円

増）となりました。計画数値(注)比では、売上高は40億円の上ぶれ、営業利益は4億円の上ぶれとなりました。

(注) 計画数値は2022年3月期決算説明資料(2022年5月13日発表)P82、83に記載

その他のセグメント

当セグメントの売上高は65億37百万円（前年同期比16億26百万円増）、営業利益は1億33百万円（同65百万円増）とな

りました。

（2）財政状態の分析

当第1四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金が減少したことなどにより、前連結会計年度末比24億56百万円

減の2,772億31百万円となりました。

負債も短期借入金が減少したことなどから、前連結会計年度末比41億58百万円減の675億19百万円となりました。

また、純資産は前連結会計年度末比17億2百万円増の2,097億12百万円となりました。この結果、自己資本比率は前連

結会計年度末比0.9ポイント増加し、74.5%になりました。
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（3）キャッシュ・フローの状況

当第1四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益、減価償却費、運転資

金の増減などから法人税等の支払額を控除した結果、131億7百万円の収入（前年同期は118億49百万円の収入）となりま

した。

投資活動によるキャッシュ・フローは、工場などの設備投資による支出などにより、43億45百万円の支出（前年同期

は32億91百万円の支出）となりました。

また、財務活動によるキャッシュ・フローでは、借入金の返済、配当金の支払などにより、180億23百万円の支出（前

年同期は238億21百万円の支出）となりました。

現金及び現金同等物の四半期末残高は、換算差額の増加額8億52百万円を調整したことで、前連結会計年度末に比較し

て84億7百万円減少しており、これに連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額31億16百万円を加味した結

果、293億66百万円（前年同期は171億21百万円）となりました。

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

（5）研究開発活動

当第1四半期連結累計期間の研究開発費の総額は38億73百万円であります。

なお、当第1四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

3【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　



― 7 ―

第3【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 360,000,000

計 360,000,000

② 【発行済株式】

種類
第1四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

（2022年8月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 142,000,000 142,000,000
東京証券取引所
(プライム市場)

単元株式数は100株で
あります。

計 142,000,000 142,000,000 ― ―

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年4月1日～
2022年6月30日(注)

△1,000,000 142,000,000 ― 18,942 ― 13,567

　(注)自己株式の消却による減少であります。

(5)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6)【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(2022年3月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2022年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,219,600 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 141,670,000 1,416,700 ―

単元未満株式 普通株式 110,400 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 143,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,416,700 ―

(注) 1．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権40個）及び

　 株式給付信託（BBT）が所有する当社株式164,000株（議決権1,640個）が含まれております。

2．単元未満株式数には、当社所有の自己株式11株が含まれております。

② 【自己株式等】

2022年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(%)

日産化学株式会社 東京都中央区日本橋2-5-1 1,219,600 ― 1,219,600 0.85

計 ― 1,219,600 ― 1,219,600 0.85

(注) 株式給付信託（BBT）が所有する当社株式164,000株は、上記自己株式に含まれておりません。

2【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第4【経理の状況】

1．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第5条の2第2項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

2．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間（2022年4月1日から2022年6月30

日まで）及び第1四半期連結累計期間（2022年4月1日から2022年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、

八重洲監査法人により四半期レビューを受けております。
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1【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(2022年6月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 34,658 29,366

受取手形、売掛金及び契約資産 79,979 80,045

商品及び製品 37,664 40,859

仕掛品 15 160

原材料及び貯蔵品 14,496 14,765

未収入金 2,824 1,942

短期貸付金 1,541 1,629

その他 4,140 3,887

貸倒引当金 △41 △35

流動資産合計 175,279 172,619

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 69,443 69,480

減価償却累計額及び減損損失累計額 △45,158 △45,458

建物及び構築物（純額） 24,284 24,022

機械装置及び運搬具 145,129 146,578

減価償却累計額及び減損損失累計額 △132,567 △134,098

機械装置及び運搬具（純額） 12,561 12,480

工具、器具及び備品 41,345 41,379

減価償却累計額及び減損損失累計額 △37,384 △37,700

工具、器具及び備品（純額） 3,960 3,679

土地 8,809 8,820

リース資産 - 26

減価償却累計額 - △6

リース資産（純額） - 19

建設仮勘定 3,561 7,890

有形固定資産合計 53,177 56,911

無形固定資産

ソフトウエア 1,736 1,635

その他 10,044 10,394

無形固定資産合計 11,780 12,030

投資その他の資産

投資有価証券 30,217 29,806

長期貸付金 3,323 0

繰延税金資産 918 319

退職給付に係る資産 1,844 2,484

その他 3,256 3,168

貸倒引当金 △110 △110

投資その他の資産合計 39,450 35,669

固定資産合計 104,408 104,611

資産合計 279,687 277,231
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(2022年6月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 19,043 18,525

短期借入金 20,981 18,816

1年内返済予定の長期借入金 552 552

未払法人税等 8,710 5,583

賞与引当金 2,285 726

その他 14,398 16,980

流動負債合計 65,971 61,183

固定負債

長期借入金 1,182 1,182

繰延税金負債 69 608

事業構造改善引当金 698 611

関係会社事業損失引当金 626 626

役員株式給付引当金 200 170

退職給付に係る負債 290 328

その他 2,638 2,807

固定負債合計 5,706 6,335

負債合計 71,678 67,519

純資産の部

株主資本

資本金 18,942 18,942

資本剰余金 13,613 13,613

利益剰余金 172,393 169,802

自己株式 △8,261 △6,884

株主資本合計 196,688 195,473

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 8,304 8,637

為替換算調整勘定 898 2,159

退職給付に係る調整累計額 21 393

その他の包括利益累計額合計 9,223 11,190

非支配株主持分 2,097 3,048

純資産合計 208,009 209,712

負債純資産合計 279,687 277,231
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第1四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第1四半期連結累計期間

(自 2021年4月1日
　至 2021年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2022年4月1日

　至 2022年6月30日)

売上高 46,499 58,290

売上原価 22,671 28,026

売上総利益 23,828 30,263

販売費及び一般管理費 11,952 12,997

営業利益 11,875 17,266

営業外収益

受取利息 4 48

受取配当金 270 258

持分法による投資利益 178 232

為替差益 - 1,694

その他 178 187

営業外収益合計 631 2,420

営業外費用

支払利息 31 41

固定資産処分損 112 83

為替差損 13 -

その他 26 69

営業外費用合計 183 194

経常利益 12,323 19,492

特別利益 - -

特別損失 - -

税金等調整前四半期純利益 12,323 19,492

法人税、住民税及び事業税 2,159 4,560

法人税等調整額 1,244 843

法人税等合計 3,403 5,403

四半期純利益 8,920 14,089

非支配株主に帰属する四半期純利益 70 219

親会社株主に帰属する四半期純利益 8,849 13,869
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【四半期連結包括利益計算書】

【第1四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第1四半期連結累計期間

(自 2021年4月1日
　至 2021年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2022年4月1日

　至 2022年6月30日)

四半期純利益 8,920 14,089

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △852 332

為替換算調整勘定 1 1,250

退職給付に係る調整額 △15 372

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 0

その他の包括利益合計 △866 1,955

四半期包括利益 8,053 16,045

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 7,983 15,663

非支配株主に係る四半期包括利益 69 382
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第1四半期連結累計期間

(自 2021年4月1日
　至 2021年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2022年4月1日

　至 2022年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 12,323 19,492

減価償却費 2,248 2,451

のれん償却額 25 25

受取利息及び受取配当金 △275 △306

支払利息 31 41

固定資産処分損益（△は益） 112 83

売上債権の増減額（△は増加） 7,537 257

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,196 △3,381

仕入債務の増減額（△は減少） △644 △1,153

その他 273 2,661

小計 18,436 20,171

利息及び配当金の受取額 514 490

利息の支払額 △29 △38

法人税等の支払額 △7,071 △7,515

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,849 13,107

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △78 △441

投資有価証券の売却による収入 - 0

子会社株式の取得による支出 - △25

有形固定資産の取得による支出 △2,812 △3,449

有形固定資産の除却による支出 △74 △79

無形固定資産の取得による支出 △450 △328

短期貸付金の純増減額（△は増加） 129 △16

長期前払費用の取得による支出 △23 △5

その他 19 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,291 △4,345

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △8,430 △2,706

配当金の支払額 △8,341 △10,208

非支配株主への配当金の支払額 △48 △105

自己株式の取得による支出 △4,755 △5,000

自己株式取得目的の金銭の信託の設定による支
出

△2,245 -

その他 0 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △23,821 △18,023

現金及び現金同等物に係る換算差額 4 852

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △15,258 △8,407

現金及び現金同等物の期首残高 32,380 34,658

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

- 3,116

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 17,121 ※ 29,366
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

（連結の範囲の重要な変更）

Nissan Bharat Rasayan Private Limitedは、重要性が増したため、当第1四半期連結会計期間より連結の範囲に

含めております。

(会計方針の変更)

(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年6月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を当第1四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に

定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用して

おります。これによる、四半期連結財務諸表への影響はありません。

(追加情報)

（株式給付信託(BBT)）

当社は、2019年7月30日の取締役会決議に基づき、取締役（社外取締役を除く。）、執行役員および理事（以下

「取締役等」という。）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託(BBT)」（以下「本制度」という。）を導

入しています。本制度は、取締役等の報酬と当社の業績および株式価値との連動性をより明確にし、取締役等が株

価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と

企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としています。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年3月26日）に準じています。

(1) 取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信

託」という。）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規則に従って、当社株式および

当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」という。）が本信託を通じて給付される業績連動

型株式報酬制度です。なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となりま

す。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する自社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式と

して計上しています。当第1四半期連結会計期間末の当該自己株式の帳簿価額は765百万円、株式数は159,300株で

す。

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

当社及び一部の国内連結子会社は、当第1四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行し

ております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通

算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日。以下「実務対

応報告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号

の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

1 保証債務

従業員及び連結会社以外の会社等の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
(2022年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(2022年6月30日)

富山共同自家発電株式会社 1,400百万円 2,150百万円

台湾日産化学股份有限公司 25 59

日産化学材料科技(蘇州)有限公司 124 ―

合計 1,549 2,209

2 貸出コミットメント

当社及び連結子会社は、関係会社と極度貸付契約を締結し、貸付極度額を設定しております。これらの契約に基

づく当第1四半期連結会計期間末日の貸付未実行残高等は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2022年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(2022年6月30日)

貸付極度額の総額 4,514百万円 4,628百万円

貸付実行残高 1,541 1,629

差引貸付未実行残高 2,973 2,999

なお、貸付極度額の総額、貸付実行残高及び差引貸付未実行残高には外貨が含まれております。

(四半期連結損益計算書関係)

記載すべき事項はありません。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係は次のとおりであります。

前第1四半期連結累計期間
(自 2021年4月1日
至 2021年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2022年4月1日
至 2022年6月30日)

現金及び預金 17,121百万円 29,366百万円

現金及び現金同等物 17,121 29,366
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(株主資本等関係)

前第1四半期連結累計期間(自 2021年4月1日 至 2021年6月30日)

1．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年6月25日
定時株主総会

普通株式 8,341 58.00 2021年3月31日 2021年6月28日 利益剰余金

(注) 2021年6月25日定時株主総会に基づく配当金の総額には、株式給付信託(BBT)が所有する当社株式に対する配当金

9百万円が含まれております。

2．基準日が当第1四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第1四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

3．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2019年7月30日の取締役会にて決議された「株式給付信託(BBT)」において、2021年4月23日付で対象者へ

1,000株の株式給付を行いました。この結果、当第1四半期連結累計期間において、自己株式が4百万円減少しており

ます。また、当社は、2021年4月23日の取締役会決議に基づき、2021年5月10日付で1,000,000株の自己株式の消却を

行いました。この結果、当第1四半期連結累計期間において、利益剰余金が5,559百万円、自己株式が5,559百万円減

少しております。

また、2021年5月14日の取締役会決議に基づき、840,000株の自己株式の取得を行いました。この結果、当第1四半

期連結累計期間において、自己株式が4,754百万円増加しております。

当第1四半期連結累計期間(自 2022年4月1日 至 2022年6月30日)

1．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年6月28日
定時株主総会

普通株式 10,208 72.00 2022年3月31日 2022年6月29日 利益剰余金

(注) 2022年6月28日定時株主総会に基づく配当金の総額には、株式給付信託(BBT)が所有する当社株式に対する配当金

11百万円が含まれております。

2．基準日が当第1四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第1四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

3．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2019年7月30日の取締役会にて決議された「株式給付信託(BBT)」において、2022年4月26日付で対象者へ

4,700株の株式給付を行いました。この結果、当第1四半期連結累計期間において、自己株式が22百万円減少してお

ります。また、当社は、2022年4月26日の取締役会決議に基づき、2022年5月10日付で1,000,000株の自己株式の消却

を行いました。この結果、当第1四半期連結累計期間において、利益剰余金が6,354百万円、自己株式が6,354百万円

減少しております。

また、2022年5月13日の取締役会決議に基づき、683,300株の自己株式の取得を行いました。この結果、当第1四半

期連結累計期間において、自己株式が4,999百万円増加しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

1) 前第1四半期連結累計期間(自 2021年4月1日 至 2021年6月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
(注)1,2

四半期連
結損益計
算書計上

額

化学品
事業

機能性
材料事業

農業
化学品
事業

ヘルス
ケア
事業

卸売事業
その他の
事業

計

売上高

　外部顧客に対する
　売上高

6,093 17,031 12,612 1,069 12,527 1,878 51,212 △4,713 46,499

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

2,739 2,920 791 ― 5,272 3,032 14,756 △14,756 ―

計 8,833 19,951 13,403 1,069 17,799 4,911 65,969 △19,469 46,499

セグメント利益又は
セグメント損失（△）
(営業利益又は営業損
失）

1,263 6,929 4,048 299 664 68 13,273 △1,397 11,875

(注) 1.報告セグメントの外部顧客に対する売上高は、代理人取引となる売上高についても総額で算定しております。

代理人取引となる売上高を純額とするための調整は、調整額に含めております。

2.外部顧客に対する売上高の調整額△4,713百万円には、代理人取引△4,718百万円、各報告セグメントに帰属し

ていない売上高5百万円が含まれております。

3.セグメント利益の調整額△1,397百万円には、セグメント間取引消去△136百万円、各報告セグメントに帰属し

ていない売上高5百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,267百万円が含まれております。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

2) 当第1四半期連結累計期間(自 2022年4月1日 至 2022年6月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
(注)1,2

四半期連
結損益計
算書計上

額

化学品
事業

機能性
材料事業

農業
化学品
事業

ヘルス
ケア
事業

卸売事業
その他の
事業

計

売上高

　外部顧客に対する
　売上高

7,313 17,910 17,644 1,654 17,426 2,874 64,824 △6,533 58,290

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

3,102 3,863 2,084 ― 6,229 3,662 18,942 △18,942 ―

計 10,415 21,774 19,728 1,654 23,656 6,537 83,766 △25,476 58,290

セグメント利益又は
セグメント損失（△）
(営業利益又は営業損
失）

1,716 7,888 6,825 757 1,033 133 18,355 △1,089 17,266

(注) 1.報告セグメントの外部顧客に対する売上高は、代理人取引となる売上高についても総額で算定しております。

代理人取引となる売上高を純額とするための調整は、調整額に含めております。

2.外部顧客に対する売上高の調整額△6,533百万円には、代理人取引△6,535百万円、各報告セグメントに帰属し

ていない売上高1百万円が含まれております。

3.セグメント利益の調整額△1,089百万円には、セグメント間取引消去201百万円、各報告セグメントに帰属して

いない売上高1百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,292百万円が含まれております。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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2．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメント区分の変更）

当社は、2022年4月1日付会社組織の変更に伴い、当第1四半期連結会計期間より、「医薬品事業」を「ヘルスケ

ア事業」に改称するとともに、一部部門の帰属セグメントの変更を実施しております。

なお、前第1四半期連結累計期間のセグメント情報につきましては、変更後の報告セグメントの区分に基づき作

成しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社の売上高は、主に顧客との契約から認識された収益であり、当社の報告セグメントを財又はサービスの種類別

に分解した場合の内訳は、以下の通りです。

前第1四半期連結累計期間(自 2021年4月1日 至 2021年6月30日)

(単位:百万円)

報告セグメント

その他
(注)1

合計化学品
事業

機能性
材料
事業

農業
化学品
事業

ヘルス
ケア
事業

卸売
事業

その他の
事業

計

基礎化学品 3,627 - - - - - 3,627 - 3,627

ファイン
ケミカル

2,149 - - - - - 2,149 - 2,149

機能性材料 - 17,026 - - - - 17,026 - 17,026

農業化学品 - - 12,359 - - - 12,359 - 12,359

ヘルスケア - - - 626 - - 626 - 626

ファインテック - - - 442 - - 442 - 442

卸売 - - - - 8,382 - 8,382 - 8,382

その他 - - - - - 1,878 1,878 5 1,884

顧客との契約
から生じる収益

5,777 17,026 12,359 1,069 8,382 1,878 46,494 5 46,499

外部顧客への
売上高
(注)2

5,777 17,026 12,359 1,069 8,382 1,878 46,494 5 46,499

(注)1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントです。

2.セグメント情報において代理人取引となる取引の外部顧客への売上高を調整額に含めておりますが、顧客と

の契約から生じる収益を分解した情報においては各報告セグメントに反映しております。
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当第1四半期連結累計期間(自 2022年4月1日 至 2022年6月30日)

(単位:百万円)

報告セグメント

その他
(注)1

合計化学品
事業

機能性
材料
事業

農業
化学品
事業

ヘルス
ケア
事業

卸売
事業

その他の
事業

計

基礎化学品 3,932 - - - - - 3,932 - 3,932

ファイン
ケミカル

2,991 - - - - - 2,991 - 2,991

機能性材料 - 17,905 - - - - 17,905 - 17,905

農業化学品 - 17,442 - - - 17,442 - 17,442

ヘルスケア - - - 829 - - 829 - 829

ファインテック - - - 824 - - 824 - 824

卸売 - - - - 11,488 - 11,488 - 11,488

その他 - - - - - 2,874 2,874 1 2,876

顧客との契約
から生じる収益

6,923 17,905 17,442 1,654 11,488 2,874 58,288 1 58,290

外部顧客への
売上高
(注)2

6,923 17,905 17,442 1,654 11,488 2,874 58,288 1 58,290

(注)1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントです。

2.セグメント情報において代理人取引となる取引の外部顧客への売上高を調整額に含めておりますが、顧客と

の契約から生じる収益を分解した情報においては各報告セグメントに反映しております。

(1株当たり情報)

1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第1四半期連結累計期間
(自 2021年4月1日
至 2021年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2022年4月1日
至 2022年6月30日)

1株当たり四半期純利益 61.73円 98.13円

　（算定上の基礎）

　親会社株主に帰属する
四半期純利益（百万円）

8,849 13,869

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

8,849 13,869

　普通株式の期中平均株式数(株) 143,347,412 141,334,912

（注）1.潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2.当社は、「株式給付信託(BBT)」を導入し、当該信託が保有する当社株式を四半期連結財務諸表において自己

株式として計上しています。これに伴い、1株当たり四半期純利益の算定上、当該信託が保有する当社株式を

「普通株式の期中平均株式数」の計算において控除する自己株式数に含めています。

1株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当第1四半期連結累計期間に

おいて、160,083株です。

2【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年8月12日

日産化学株式会社

取締役会 御中

八重洲監査法人

　東京都千代田区

代表社員
業務執行社員

公認会計士 三井 智宇

代表社員
業務執行社員

公認会計士 渡邊 考志

業務執行社員 公認会計士 相 淳一

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日産化学株式会

社の2022年4月1日から2023年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2022年4月1日から2022年6月30日

まで）及び第1四半期連結累計期間（2022年4月1日から2022年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日産化学株式会社及び連結子会社の2022年6月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行

った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社か

ら独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎と

なる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビ

ュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュ

ー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結

財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明すること

が求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象

や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ

ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上

（注）1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の8第1項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2022年8月12日

【会社名】 日産化学株式会社

【英訳名】 Nissan Chemical Corporation

【代表者の役職氏名】 取締役社長 八木 晋介

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役常務執行役員サステナビリティ・IR部長 大門秀樹

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋二丁目5番1号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町2番1号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社取締役社長八木晋介及び取締役常務執行役員大門秀樹は、当社の第153期第1四半期（自 2022年4月1日 至

2022年6月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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